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図-1.1 アメリカの道路投資額の推移 1-1) 
 
イギリスにおける幹線道路の橋は，図-1.2 に示すとおり，1960 年代初めか 80 年代末に建設
されたものが多く，ピークは 1970 年代であった 1-4)．これらの橋梁に対して，1987 年 11 月に




フランスにおける国道の橋梁の大部分は，図-1.3 に示すとおり，1960 年代と 1970 年代に建
設されている 1-5)．それらの多くは補修を必要とするまたは適切なレベルのサービスを提供する








図-1.2 イギリスの幹線道路の橋梁建設年とストックの増加 1-3) 
 
 
図-1.3 フランスの国道の橋梁建設推移 1-4) 
 
 






















現在，我が国の道路橋のストックは 15m 以上の主要なものだけでも 157,000 橋以上という膨
大な量となっており，将来の維持管理が大きな課題である．なかでも鋼橋は，全体の約 38%を
占め，その数は全国で約 60,000 橋である 1-7)．これらの橋梁を適切に維持管理するため，国土






















損傷と断面欠損が発生し，2004 年（平成 16 年）に全面通行止めされ，その後，供用後 28 年後








    
(a) 主桁内面の腐食状況          (b) 主桁外面の腐食状況 
写真-1.1 辺野喜橋の腐食損傷状況 1-12) 
 
   
(a) 斜材の破断      (b) 斜材の破断拡大図    (c) あて板による補修 
写真-1.2 木曽川大橋の損傷状況とあて板補修 1-12) 
 
都市高速道路の一つである阪神高速道路は，1964 年（昭和 39 年）6 月に供用を開始して以来
約 50 年が経過し，2011 年（平成 23 年）度末時点で，その延長は 245.7km に至っている．その





































































① 1 種ケレン 
② 2 種ケレン 





































































































露した試験体を用いて，施工における品質管理試験時と 20 年経過後の強度比較 1-45)，および 20









(3) RC 床版鋼板接着補修工事に用いるエポキシ樹脂 




を目的として，1980 年（昭和 55 年）度より床版補修工事完了後にエポキシ樹脂の試験片製作
を義務づけ，長期品質管理試験を実施している．藤田ら 1-49)は，それらの長期品質管理試験に
より蓄積しているデータを基に，エポキシ樹脂の経年に伴う強度変化を示している． 
長期品質管理試験を実施しているのは，1981 年（昭和 56 年）度施工工事から 1998 年（平成





















試験項目 規格値 試験方法（適用 JIS 規格） 
比重 1.0～1.3 JIS K 7112-1999 
圧縮試験 60 (N/mm2) JIS K 7181-1994 
曲げ試験 50 (N/mm2) JIS K 7171-2008 
引張試験 30 (N/mm2) JIS K 7113-1995 
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路は，1964 年（昭和 39 年）6 月に土佐堀～湊町区間の 2.3km を供用開始して以来，供用延長
を伸ばし続け，2011 年（平成 23 年）度末現在の供用延長は 245.7 ㎞とである． 
2011 年（平成 23 年）度末時点における阪神高速道路の構造種別内訳を表-2.1 と図-2.1 にそ
れぞれ示す．総延長の約 85％にあたる 208.3km が橋梁区間であり，またそのうち約 80％（全
































阪神高速道路の供用後の期間区分を図-2.2 に示す．2011 年（平成 23 年）度末時点で，阪神














































方書（1964 年（昭和 39 年）6 月）2-2)や道路橋示方書・同解説（1973 年（昭和 48 年）2 月）2-3)
には，橋梁の耐用年数に関する記述はない．なお，道路橋示方書・同解説（1973 年（昭和 48
年）2 月）2-3)の風荷重の項の解説において，「耐用年数 50 年・非超過確率 0.6 に対する地上 10m・




和 40 年）頃においては，橋梁の耐用年数は，概ね 50 年と考えていたと考えられる． 
これより，阪神高速道路の橋梁は，まもなく建設当時の橋梁の耐用年数と考えられる供用後
50 年を超える橋梁が出始め，あと 10 年もすると，50 年を超える橋梁が 30％を超えることとな
る． 
 
表-2.2 減価償却資産の耐用年数等に関する省令における橋梁の耐用年数 2-4) 
 種別 耐用年数 
鉄道橋 
鉄筋コンクリート造 50 年 










は 1993 年（平成 5 年）度をピークに 2005 年（平成 17 年）度まで減少し続けた．これは，管理
手法の合理化や新技術の導入の取り組んだ結果である．さらに，2003 年（平成 15 年）12 月の
道路関係四公団の民営化に関する政府・与党の申し合わせにより，「管理費については，2005
年（平成 17 年）度までに 3 割のコスト縮減を図る」こととされたのを踏まえ，維持管理費用の













































































(2) 点検 1 次判定と点検 2 次判定 





必要性はない（B ランク以下）と判断していることがアンケート調査の結果より確認された 2-8)． 





点検 2 次判定は，橋梁の主要な構造物である 5 工種（桁，橋脚，はり上構造物，床版，高欄・
水切り部）の点検において，点検 1 次判定の区分が A ランクに該当する損傷を発見した場合は，
点検 2 次判定として損傷の影響度を総合的に評価した点検判定を行うことをいう． 
これは，阪神高速道路の大半が高架橋で構成されていることから，主要な構造物である上記























































小 中 大 
大 A A B 
中 A B B 








① 部材の損傷（われ，曲がり，ひずみ）  ② 溶接部のわれ 
③ 高力ボルトの欠損，折損およびゆるみ  ④ 異常音  ⑤ 滞水および漏水 




① 漏水  ② 滞水  ③ 部材の腐食  ④ 外観，変色  ⑤ 堆積物，付着物の有無 
3) その他の構造物（鋼製高欄，標識架台，点検施設，非常口取付け部材など） 
① 部材の損傷   ② 溶接部のわれ  ③ ボルトの欠損およびゆるみ 
④ さびおよび腐食 ⑤ 異常音     ⑥ その他の損傷 
(2) 判定基準 





































著しい損傷がある． 損傷がある．  














































部材のわれ 著しい損傷がある． 損傷がある．  



















































































阪神高速道路において，2011 年（平成 23 年）度までに定期点検（上部工点検および梁上点
検）を実施した鋼桁を対象として，点検要領 2-7)に基づく近年 4 年分の点検結果を各路線別に集
計したものを表-2.8 に示す．なお同表には，全径間数に対して補修対応が必要（点検判定ラン
クが S ランク＋A ランク）でない径間数の割合を構造物保全率と定義し 2-9)，その値も示してい







































































































































































環状 364 25 93.1% 364 58 84.1% 364 64 82.4% 364 64 82.4%
池田(空) 418 107 74.4% 418 153 63.4% 418 149 64.4% 418 148 64.6%
守口 350 60 82.9% 350 60 82.9% 350 46 86.9% 350 73 79.1%
大阪港 202 4 98.0% 202 4 98.0% 202 9 95.5% 202 9 95.5%
東大阪 782 59 92.5% 782 59 92.5% 782 62 92.1% 782 95 87.9%
堺 457 86 81.2% 457 72 84.2% 457 104 77.2% 457 100 78.1%
湾岸(岸) 240 26 89.2% 240 17 92.9% 240 23 90.4% 240 23 90.4%
湾岸(湾) 1,076 23 97.9% 1,076 39 96.4% 1,076 40 96.3% 1,076 68 93.7%
松原 154 16 89.6% 154 15 90.3% 154 12 92.2% 154 12 92.2%
大阪西宮(大) 255 14 94.5% 255 14 94.5% 255 14 94.5% 255 34 86.7%
森小路 62 3 95.2% 62 3 95.2% 62 3 95.2% 62 8 87.1%
西大阪 155 27 82.6% 155 27 82.6% 155 43 72.3% 155 35 77.4%
大阪西宮(兵) 258 4 98.4% 258 10 96.1% 258 10 96.1% 258 10 96.1%
神戸西宮 903 171 81.1% 903 193 78.6% 909 191 79.0% 909 307 66.2%
北神戸 81 1 98.8% 81 1 98.8% 81 1 98.8% 81 2 97.5%
湾岸(海) 460 10 97.8% 460 10 97.8% 460 10 97.8% 460 43 90.7%
神戸山手 44 0 100.0% 44 0 100.0% 48 0 100.0% 48 1 97.9%
淀川左岸 55 0 100.0% 55 0 100.0% 55 0 100.0% 55 6 89.1%
池田(池) 37 0 100.0% 37 0 100.0% 37 0 100.0% 37 0 100.0%
湾岸(垂) 14 0 100.0% 14 0 100.0% 14 0 100.0% 14 0 100.0%
北神戸(北) 79 10 87.3% 79 10 87.3% 79 10 87.3% 79 10 87.3%
京都 124 0 100.0% 124 0 100.0% 161 0 100.0% 161 0 100.0%

















供用年度 径間数 比率(%) 径間数 比率(%) 径間数 比率(%) 径間数 比率(%) 径間数 比率(%)
1964～1968 1,282 100.0 466 36.3 546 42.6 222 17.3 48 3.7
1969～1973 1,493 100.0 362 24.2 811 54.3 246 16.5 74 5.0
1974～1978 300 100.0 71 23.7 125 41.7 85 28.3 19 6.3
1979～1983 821 100.0 67 8.2 323 39.3 295 35.9 136 16.6
1984～1988 612 100.0 21 3.4 69 11.3 249 40.7 273 44.6
1989～1993 581 100.0 38 6.5 87 15.0 278 47.8 178 30.6
1994～1998 1,257 100.0 102 8.1 277 22.0 511 40.7 367 29.2
1999～2007 214 100.0 2 0.9 16 7.5 29 13.6 167 78.0
合計 6,560 100.0 1,129 17.2 2,254 34.4 1,915 29.2 1,262 19.2
OKランクS＋Aランク Cランク
点検結果 点検数量 Bランク






・補修対応が必要な鋼桁は約 17.2％であり，その数は 1,100 径間を超える．また，全く損傷
が発生していない鋼桁は約 19.2％であり，残りの 80.8％の鋼桁には何らかの損傷を有して
いる． 
・A ランク以上（S ランク＋A ランク）の損傷発生率を供用年度毎に比較すると，1978 年（昭
和 53 年）度以前に供用された区間の発生率は 23～37％で，1979 年（昭和 54 年）度以降に
供用された区間の 10％以下と比べてきわめて高い値となっている．また，1999 年（平成
11 年）度以降に供用された区間には A ランク以上は 2 件（0.9％）しか存在しなかった． 
・B ランクの損傷発生率を供用年度毎に比較すると，1983 年（昭和 58 年）度以前は 39～55％
であるのに対し，1984 年（昭和 59 年）度以降は 7～22％と大きく値が異なる．なお，B ラ
ンクの判定区分は，「損傷の状態を観察する」であるので，今後，A ランク以上に進行する
可能性が高い損傷である． 
・すべての損傷の発生率をみると，1983 年（昭和 58 年）年度以前に供用された区間は 80％





①1978 年（昭和 53 年）度以前：A ランク，B ランク，全体損傷数とも多い． 
②1979 年（昭和 54 年）度～1983 年（昭和 59 年）度：A ランクは少ない，B ランクと全体損
傷数は多い． 
③1984 年（昭和 60 年）度～1998 年（平成 10 年）度：A ランクと B ランクは少ない，全体
損傷数は多い． 




また，1995（平成 7 年），1996（平成 8 年）度に実施した点検結果（以下，「過年度点検結果」
という．）2-10)と比較した結果を表-2.9 に示す．これより，A ランク以上の比率が 12.2％から






 2011 年度末 1995，1996 年度 2-10) 
A ランク以上 17.2% 12.2% 
B ランク 34.4% 29.0% 
C ランク 29.2% 27.4% 




の内容毎に分類した損傷件数の推移を図-2.4 に示す．これより，2005 年（平成 17 年）度頃ま
では損傷件数は 1,000 件程度で，ほぼ横ばいの状況であったが，その後，全体的に損傷件数が
増加しており，2011 年（平成 23 年）度末の損傷件数は，2005 年（平成 17 年）度末の損傷件数
の 3 倍以上の約 3,100 件となっている．これは，供用年数の増加に伴う経年劣化による損傷箇
所数の増加が主な理由と考えられるが，2.2.3 において前述したように，維持・修繕その他の
道路管理に係るコストについて，2005 年（平成 17 年）度には，2002 年（平成 14 年）度比で
34.5％のコスト削減を実施しており 2-5)，その影響も含まれていると考えられる．また，A ラン
ク以上の損傷割合は 5％増とした 2.4.1 においては，A ランク以上の損傷を有する径間単位で
整理しているのに対し，図-2.4 では A ランク以上の損傷件数を表しており，A ランク以上の損
傷を有する径間においては，A ランク以上の損傷件数が増加しているものと考えられる． 
2011 年（平成 23 年）度末時点の損傷内容としては，桁端部のさび・腐食が約 1,100 件で最も
多くなっており，次いでき裂・溶接われの約 660 件，本体のさび・腐食の約 430 件の順で多く
なっている．一方，2005 年（平成 17 年）度末時点では，桁端部のさび・腐食が約 280 件で最
も多く，次いで高力ボルト（HTB）のゆるみが約 180 件であり，き裂・溶接われは約 120 件で

























次に，2011 年（平成 23 年）度末時点で鋼桁に生じている全ての損傷を対象に，支間部と桁
端部に区分し，損傷項目別に損傷発生数を整理した結果を図-2.5 に示す．なお，同図では，損
傷レベルに応じた数量を表示するとともに，損傷項目を，さび・腐食，き裂損傷，HTB の損傷，










次いで多い損傷は HTB の損傷であり，き裂損傷の割合は，支間部に比べて 1/4 程度以下と小さ
い結果となった． 











凡例 S+A 比率(%) S+A+B 比率(%) S+A+B+C 比率(%)
73 10.2 286 8.7 488 6.3
107 15.0 125 3.8 161 2.1
0 0.0 42 1.3 205 2.6
溶 接 わ れ 0 0.0 0 0.0 1 0.0
母 材 の き 裂 0 0.0 0 0.0 1 0.0
曲がり･ひずみ 0 0.0 0 0.0 0 0.0
15 2.1 30 0.9 30 0.4
51 7.2 155 4.7 155 2.0
38 5.3 235 7.1 549 7.1
0 0.0 4 0.1 7 0.1
0 0.0 5 0.2 6 0.1
0 0.0 52 1.6 276 3.5
0 0.0 5 0.2 5 0.1
33 4.6 111 3.4 111 1.4
0 0.0 403 12.2 540 6.9
3 0.4 8 0.2 8 0.1
0 0.0 50 1.5 59 0.8
225 31.6 989 30.1 2,942 37.9
0 0.0 33 1.0 33 0.4
34 4.8 153 4.6 228 2.9
0 0.0 239 7.3 1,274 16.4
11 1.5 69 2.1 109 1.4
1 0.1 26 0.8 36 0.5
122 17.2 271 8.2 544 7.0
713 100.0 3,291 100.0 7,768 100.0
凡例 S+A 比率(%) S+A+B 比率(%) S+A+B+C 比率(%)
22 2.7 37 1.3 82 1.6
7 0.9 7 0.2 19 0.4
1 0.1 20 0.7 87 1.7
0 0.0 4 0.1 4 0.1
21 2.6 34 1.2 34 0.6
9 1.1 40 1.4 67 1.3
0 0.0 2 0.1 5 0.1
2 0.2 8 0.3 8 0.1
0 0.0 11 0.4 73 1.4
0 0.0 6 0.2 6 0.1
17 2.1 65 2.3 65 1.3
0 0.0 135 4.7 208 4.0
2 0.2 2 0.1 2 0.0
0 0.0 5 0.2 6 0.1
632 77.2 2,215 77.9 3,839 74.1
20 2.4 34 1.2 34 0.7
0 0.0 11 0.4 11 0.2
7 0.9 38 1.3 47 0.9
0 0.0 35 1.2 337 6.5
79 9.6 136 4.8 248 4.8












溶 接 わ れ
母 材 の 亀 裂




HTB の 折 損















溶 接 わ れ
母 材 の 亀 裂
曲 が り ひ ず み
HTB の 折 損
HTB の 欠 損
HTB の ゆ る み
リ ベ ッ ト の 欠 損











さ び ･ 腐 食
異 常 音
漏 水 ･ 滞 水
塗 装 状 態
添 架 物 周 辺 の 異 常














溶 接 わ れ
母 材 の 亀 裂
曲 が り ･ ひ ず み
HTB の 折 損
HTB の 欠 損















母 材 の 亀 裂
曲 が り ひ ず み
HTB の 折 損
HTB の 欠 損
HTB の ゆ る み
リ ベ ッ ト の 欠 損
リ ベ ッ ト の ゆ る み










桁 遊 間 の 良 否
異 常 音
漏 水 ･ 滞 水




















































































































































































































































































































































































































①き裂損傷 ②HTBの損傷 ③さび・腐食 ④その他  
図-2.6 鋼桁における桁種別毎の損傷発生数の比較 
 
これより，RC 床版桁（鋼 I 桁，鋼箱桁）の支間部に発生している損傷は，さび・腐食が最も
多く，その比率としては 50％以下であり，次いで，HTB の損傷やその他の損傷である．一方，






傷の比率は鋼床版鋼 I 桁の場合と比べて小さい． 
次に，桁端部については，さび・腐食の損傷が非常に多く，RC 床版桁（鋼 I 桁，鋼箱桁）で
は，その比率は 75％を超えているが，鋼床版鋼 I 桁では，支間部と同様に，き裂損傷が多いた







工具による 3 種ケレンにより旧塗膜（活膜）を残した状態で補修塗装を行っていた 2-11)が，2007
年（平成 19 年）9 月に改訂した道路構造物の補修要領 2-12)において，重防食塗装系への切り替

































第 1 層 変性エポキシ樹脂塗料下塗 240 60 
第 2 層 変性エポキシ樹脂塗料下塗 240 60 
第 3 層 ポリウレタン樹脂塗料用中塗 140 30 
第 4 層 ポリウレタン樹脂塗料上塗 120 25 
※素地調整の G-e は，工具を用いさび，劣化塗膜を除去し，鉄素地を露出させる．ただし，劣化
していない塗膜は残し，付着している汚れ，塵埃，油脂類を除去し，表面を目粗し，清浄な面





























第 2 層 変性エポキシ樹脂塗料下塗 240 60 
第 3 層 変性エポキシ樹脂塗料下塗 240 60 
第 4 層 ふっ素樹脂塗料用中塗 170 30 
第 5 層 ふっ素樹脂塗料上塗 140 25 
※素地調整の G-xx：現場ブラスト法（1 種ケレン）を行うことを表し，さびや旧塗膜を除去し，
清浄な鋼材面とすることである．（ISO Sa 2 1/2） 
 
塗装塗り替え面積の推移を図-2.7 に示す．これより，1970 年（昭和 45 年）度に一部塗装塗
り替えを行っているが，阪神高速道路の供用開始から 11 年後である 1975 年（昭和 50 年）度か
ら右肩上がりに塗装塗り替え面積を増やし続けている．その後，1993 年（平成 5 年）度をピー









































































































































   
 写真-2.1 桁端部の腐食（１） 写真-2.2 桁端部の腐食（２） 
 
   











   
 写真-2.5 鋼箱桁内面の腐食 写真-2.6 縦リブ下端の拡大写真  
 
   
 写真-2.7 支間部の縦桁の腐食 写真-2.8 鋼製高欄の腐食 
 
   
 写真-2.9 鋼板巻き立て部の腐食 写真-2.10 鋼製橋脚梁天端の腐食 
 


















・A ランク以上の損傷発生率は，支間部で 3.4％，桁端部で 9.6％であり，桁端部は支間部の
約 2.8 倍であり，B ランクの損傷発生率は，支間部で 11.6％，桁端部で 24.1％であり，桁
端部は支間部の約 2.1 倍である． 




・1978 年（昭和 53 年）年度以前に供用された区間の桁端部における B ランク損傷の発生率
は 21.3～47.8％と非常の高率であり，支間部の 16.3～22.9％の約 2 倍である． 
 
部位 供用年度 点検径間数 径間数 比率(%) 径間数 比率(%) 径間数 比率(%)
1964～1968 1,282 92 7.2 226 17.6 473 36.9
1969～1973 1,493 72 4.8 342 22.9 504 33.8
1974～1978 300 21 7.0 49 16.3 101 33.7
1979～1983 821 11 1.3 65 7.9 195 23.8
1984～1988 612 1 0.2 7 1.1 110 18.0
1989～1993 581 2 0.3 12 2.1 186 32.0
1994～1998 1,257 26 2.1 50 4.0 368 29.3
1999～2007 214 0 0.0 13 6.1 12 5.6
合計 6,560 225 3.4 764 11.6 1,949 29.7
1964～1968 1,282 309 24.1 391 30.5 399 31.1
1969～1973 1,493 221 14.8 713 47.8 311 20.8
1974～1978 300 23 7.7 118 39.3 77 25.7
1979～1983 821 19 2.3 175 21.3 275 33.5
1984～1988 612 6 1.0 28 4.6 159 26.0
1989～1993 581 6 1.0 35 6.0 149 25.6
1994～1998 1,257 47 3.7 121 9.6 248 19.7
1999～2007 214 1 0.5 1 0.5 4 1.9

















果については 1985 年（昭和 60 年）度以降のデータを保管している 2-15)ことから，ここでは，



































0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31
Aランク 26 12 1 1 1 8 1 1 1
Bランク 115 1 3 13 21 10 1 1 5 5 11 8 1 3 5 4 1 12 1 9






























0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31
Aランク 83 2 1 1 1 3 3 42 1 3 2 2 3 2 1 1 15
Bランク 397 2 1 4 5 6 6 3 13 9 14 53 4 24 34 14 11 12 23 19 3 2 22 5 84 2 22


















ジの上面が減肉したもので，20mm 厚の下フランジが最大で 3.7mm 減肉していた． 













A ランク 26 径間 13.4 年 83 径間 19.8 年 
B ランク 115 径間 15.6 年 397 径間 20.0 年 
C ランク 1,125 径間 12.7 年 1,027 径間 16.1 年 
 
   











で B ランクからであり，その数量は OK ランクからの値にほぼ近い．また，B ランクから
A ランクに進行するものは，供用年度が古いものが多い． 
・1989 年（平成元年）～1993 年（平成 5 年）に供用した橋梁の支間部の A ランク損傷 105
径間のうち，C ランクから A ランクへの進行したものが 100 径間存在した．これは湾岸線
の塗装が寿命を迎え，近い将来に塗り替えを行う時期にきていることが考えられる． 
 
径間数 比率(%) 径間数 比率(%) 径間数 比率(%) 径間数 比率(%)
1964～1968 144 20 13.9 30 20.8 18 12.5 76 52.8
1969～1973 168 75 44.6 34 20.2 21 12.5 38 22.6
1974～1978 84 52 61.9 9 10.7 2 2.4 21 25.0
1979～1983 13 3 23.1 1 7.7 1 7.7 8 61.5
1984～1988 1 1 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
1989～1993 105 5 4.8 0 0.0 100 95.2 0 0.0
1994～1998 42 0 0.0 3 7.1 1 2.4 38 90.5
1999～2007 0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
合　計 557 156 28.0 77 13.8 143 25.7 181 32.5
1964～1968 586 87 14.8 231 39.4 116 19.8 152 25.9
1969～1973 328 82 25.0 86 26.2 47 14.3 113 34.5
1974～1978 31 7 22.6 7 22.6 8 25.8 9 29.0
1979～1983 38 0 0.0 9 23.7 12 31.6 17 44.7
1984～1988 10 0 0.0 0 0.0 0 0.0 10 100.0
1989～1993 7 0 0.0 1 14.3 1 14.3 5 71.4
1994～1998 68 0 0.0 1 1.5 13 19.1 54 79.4
1999～2007 1 0 0.0 0 0.0 1 100.0 0 0.0

























成 14 年）に改訂された道路橋示方書・同解説 2-16)より，道路橋においても疲労設計が規定され
た． 












































ブ形式毎に集計した結果を図-2.11 と表-2.13 に示す 2-9)．これより，Ｕリブ鋼床版の損傷発生








      
写真-2.15 Ｕリブ突き合わせ溶接部のき裂   写真-2.16 垂直補剛材上端部のき裂 
 
    
写真-2.17 Ｕリブと横リブ交差部のき裂   写真-2.18 バルブリブと横リブ交差部のき裂 
 
 













＠ 縦リブとデッキプレートの溶接部デッキ貫通き裂 1 0 1
① 縦リブとデッキプレートの溶接部ビート貫通き裂 26 0 26
② 縦リブ突合せ溶接部 19 0 19
③ 垂直補剛材とデッキプレート溶接部 45 0 45
④ 縦リブと横リブ交差部 31 37 68
⑤ その他 5 3 8
合計 127 40 167
設備数量 683 717 1400













































































































    











































    





































    
写真-2.24 箱桁内面の水切り板と      写真-2.25 橋脚梁下端の水切りの設置 







































   
(a) 既設部材撤去         (b) バルブプレート付き添接板 
   



































      
































その数は 1,100 径間を超える．また，全く損傷が発生していない鋼桁は約 19.2％であり，
残りの 80.8％の鋼桁には何らかの損傷を有している． 
(2) 鋼桁の損傷の発生傾向は，供用年が古くなるにつれて，損傷数が多く，損傷レベルも大き
くなる．また，供用年順に 4 段階に分かれる． 










(6) さび・腐食による A ランク以上の損傷発生率は，桁端部は支間部の約 2.8 倍，B ランクで
は約 2.1 倍と，桁端部は支間部よりさび・腐食の損傷が多い．また，桁端部におけるさび・
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 試験体形状および寸法を図-3.1 に示す．試験体の母板には 28mm 厚，連結板には
60 
 
16mm 厚の一般構造用圧延鋼材 SS400 を用い，高力ボルトには M22（F10T）を使用した．
試験体寸法は，高力ボルト摩擦接合継手の設計・施工・維持管理指針 (案 ) 3-6)に示される
標準試験片を採用し，すべり係数を 0.4 として，式(3.1)により算出されるすべり／降伏耐
力比 β を 0.66 に設定した．本試験に使用した鋼材の材料試験結果と使用した高力ボルト
を表-3.1，表-3.2 にそれぞれ示す． 
 







ここで， μ：すべり係数 m ：接合面数 
 n ：ボルト本数 N ：設計ボルト軸力(205kN) 
 W ：板幅(mm) d ：孔径(mm) 



















板厚 降伏点 引張強度 ヤング係数
(mm) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2)
母板 SS400 28 287.0 463.9 2.10×105 0.305





















うにディスクサンダー（砥粒 C，粒度 F16）と鋼線カップブラシ（線径 0.3mm）を使用し
た．ケレン作業は，実際に鋼橋の補修・補強を施工している業者に依頼し，作業員による
ばらつきを考慮して原則として試験体毎に 3 人の作業員により行った．なお，試験体数が










時間の長短を表している．通常の 2 種ケレンである試験体 A では，塗膜が完全に除去さ







































   
(a) ディスクサンダー（砥粒 C，粒度 F16）     (b) 鋼線カップブラシ 
写真-3.1 使用した動力工具 
 
   
(a) 試験体 A（ディスクサンダー通常） (b) 試験体 B（ディスクサンダー少し弱め） 
   
(c) 試験体 C（ディスクサンダー弱め)   (d) 試験体 D（鋼線カップブラシ強め） 
   





   
(g) 試験体 I（ブラスト少し強め）     (h) 試験体 J（ブラスト強め） 
写真-3.2 接合面の状況（続き） 
 
連結板は，新設部材を想定し，工場での加工として 1 種ケレン（ブラスト処理 ISO Sa 
2.5）の後に無機ジンクを塗布し，その膜厚をパラメータとした．阪神高速道路（株）の
土木工事共通仕様書 3-7)では，連結板の接合面における無機ジンクの標準膜厚を 75μm と
している．また，2012 年に改訂された道路橋示方書・同解説 3-1)ではすべり係数 0.45 を
確保できる条件の一つとして，無機ジンクの接触面片面あたりの最小乾燥塗膜厚を 50μm
以上としている．一方，改訂前の道路橋示方書・同解説 3-8)ではすべり係数 0.4 を確保で
きる条件の一つとして，同じく 30μm 以上としていた．これらを考慮し，無機ジンクの目





サーフテスト SJ-400）を用いた．計測した表面粗さパラメータ 3-9)は，算術平均粗さ Ra，
最大高さ粗さ Rz，十点平均粗さ RzJIS の 3 種類である．計測位置を図-3.2 に示す．母板
1 枚に対し片面 4 点×両面の計 8 点を，1 点につき 1 回の計測を行った．なお，粗さ計測
の基準長さは 8mm で統一した． 
各試験体で計測した表面粗さの測定結果の平均値と変動係数を表-3.4 に示す．2 種ケレ
ンの通常仕上げの試験体 A は，Ra=1～1.6μm，Rz=6～13μm，RzJIS=5～8μm であった．































1 1.56 0.304 13.43 0.417 8.00 0.337
2 1.50 0.282 10.96 0.313 7.18 0.259
3 0.97 0.455 6.31 0.449 4.53 0.444
1 2.98 0.280 20.98 0.305 13.83 0.360
2 2.21 0.349 16.38 0.410 10.08 0.301
3 2.07 0.436 17.36 0.485 10.45 0.489
1 3.93 0.389 25.84 0.396 17.08 0.396
2 2.97 0.223 19.56 0.155 14.17 0.225
1 3.21 0.280 19.68 0.256 12.86 0.293
2 3.21 0.262 20.70 0.241 13.24 0.283
3 3.59 0.340 19.86 0.298 13.03 0.311
E 1 9.33 0.221 51.16 0.185 35.06 0.162
1 9.41 0.154 50.78 0.117 36.18 0.135
2 9.05 0.284 50.31 0.219 37.48 0.298
3 9.39 0.277 53.18 0.219 37.10 0.216
1 8.48 0.341 54.46 0.271 35.44 0.282
2 9.20 0.191 53.68 0.169 36.48 0.126
3 9.01 0.258 54.86 0.122 37.01 0.169
1 5.88 0.075 35.84 0.342 25.19 0.154
2 4.72 0.165 32.89 0.195 22.71 0.144
3 6.38 0.243 37.10 0.167 24.23 0.180
4 7.45 0.186 41.69 0.140 31.18 0.167
1 10.63 0.113 61.39 0.035 52.70 0.066
2 10.27 0.097 64.45 0.142 51.15 0.075
3 11.26 0.094 71.10 0.067 57.14 0.081
4 10.90 0.076 74.16 0.114 56.98 0.070
1 21.80 0.119 151.58 0.174 115.16 0.112
2 21.41 0.096 160.95 0.145 123.85 0.109
3 20.67 0.060 162.91 0.140 119.28 0.075
















関係数はそれぞれ Ra と RzJIS においては 0.98，Rz と RzJIS においては 0.99，Ra と Rz に
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す．母板は 1 枚につき片面 8 点×両面の
計 16 点を，連結板は 1 枚につき片面 8
点をそれぞれ計測した．なお，1 点につ























1 77.6 0.052 1.04 1 76.6 0.048 1.02
2 73.5 0.049 0.98 2 78.4 0.057 1.05
3 73.1 0.058 0.98 3 77.9 0.053 1.04
1 74.6 0.048 1.00 4 77.1 0.057 1.03
2 72.8 0.057 0.97 1 77.7 0.054 1.04
3 70.9 0.058 0.95 2 76.4 0.054 1.02
1 74.8 0.055 1.00 3 74.4 0.054 0.99
2 71.1 0.051 0.95 4 75.1 0.053 1.00
1 73.3 0.052 0.98 1 73.6 0.057 0.98
2 72.4 0.057 0.97 2 74.6 0.044 1.00
3 70.9 0.051 0.95 3 77.3 0.045 1.03
E 1 30 35.7 0.101 1.19 4 75.8 0.056 1.01
1 44.8 0.086 0.90 1 72.9 0.056 0.97
2 44.0 0.077 0.88 2 71.9 0.055 0.96
3 45.6 0.070 0.91 1 74.6 0.057 0.99
1 94.5 0.041 0.95 2 77.1 0.047 1.03
2 95.6 0.040 0.96







1 76.4 0.067 1.02
2 75.1 0.065 1.00
1 76.3 0.029 1.02














































高力六角ボルト 5 本を用いて，ボルト軸部に 2 枚のひずみゲージを対称に平行に貼り，ボ
ルト軸部のひずみを計測した．ひずみゲージの貼り付け位置を図-3.5 に示す． 
試験体の製作は，母板と連結板の孔位置を合わせ，孔中央に高力ボルトを配置後，トル
クレンチを用いて人力で締め付けを行った．すべり側のボルト 2 本には，ボルト軸部に 2
枚のひずみゲージを貼り，ひずみゲージの値を監視しながら，設計ボルト軸力の 1 割増し
（205kN×1.1＝226kN）を目標として導入した．固定側は，トルク法により設計ボルト軸
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◇：無機ジンク膜厚
 


































































(a) 試験体 A-1              (b) 試験体 F-1 






































































































(e) 試験体 E               (f) 試験体 F 








































































































 (k) 試験体 K               (l) 試験体 L 








るとしたためである．なお，表中の 3 つのすべり係数については，ボルト軸力 N を，設
計ボルト軸力（205kN）としたときのすべり係数を μ1，試験前ボルト軸力としたときのす





⋅⋅=μ  (3.3) 
ここで， P ：すべり荷重    m ：接合面数 
  n ：ボルト本数    N ：ボルト軸力 
 
表-3.6 試験結果一覧 
Ra Rz RzJIS μ 1 μ 2 μ 3
1** 1.6 13.4 8.0 77.6 228.4 217.5 4.8 244.4 212.7 0.30 0.28 0.29
2* 1.5 11.0 7.2 73.5 227.8 218.0 4.3 265.3 212.4 0.32 0.30 0.31
3* 1.0 6.3 4.5 73.1 227.7 217.8 4.3 237.5 213.6 0.29 0.27 0.28
1** 3.0 21.0 13.8 74.6 230.9 219.7 4.9 238.3 214.5 0.29 0.27 0.28
2** 2.2 16.4 10.1 72.8 226.1 216.1 4.4 237.9 211.2 0.29 0.28 0.28
3* 2.1 17.4 10.5 70.9 226.0 218.6 3.3 211.7*** 215.3 0.26 0.24 0.25
1* 3.9 25.8 17.1 74.8 226.4 216.9 4.2 273.6 211.5 0.33 0.32 0.32
2* 3.0 19.6 14.2 71.1 227.0 216.5 4.6 251.3 210.7 0.31 0.29 0.30
1* 3.2 19.7 12.9 73.3 226.9 217.0 4.4 186.3 213.5 0.23 0.21 0.22
2* 3.2 20.7 13.2 72.4 226.1 217.6 3.8 162.4 214.3 0.20 0.19 0.19
3** 3.6 19.9 13.0 70.9 226.9 219.2 3.4 168.0 215.3 0.20 0.19 0.20
E 1 9.3 51.2 35.1 35.7 228.4 220.6 3.4 326.9 210.7 0.40 0.37 0.39 凝集
1 9.4 50.8 36.2 44.8 228.8 220.2 3.8 391.4*** 206.5 0.48 0.44 0.47
2 9.1 50.3 37.5 44.0 227.1 217.0 4.4 223.6 208.3 0.27 0.26 0.27
3 9.4 53.2 37.1 45.6 227.4 217.1 4.5 364.7*** 202.5 0.44 0.42 0.45
1 8.5 54.5 35.4 94.5 231.9 218.6 5.7 447.3*** 204.4 0.55 0.51 0.55
2 9.2 53.7 36.5 95.6 226.9 214.6 5.4 464.6*** 198.7 0.57 0.54 0.58
3 9.0 54.9 37.0 93.6 226.6 215.0 5.1 344.2*** 208.6 0.42 0.40 0.41
1 5.9 35.8 25.2 76.6 226.9 218.7 3.6 369.0 208.6 0.45 0.42 0.44
2 4.7 32.9 22.7 78.4 226.7 213.9 5.6 382.0 204.5 0.47 0.45 0.47
3 4.4 37.1 24.2 77.9 225.7 214.9 4.8 387.5 208.1 0.47 0.45 0.47
4 7.5 41.7 31.2 77.1 226.5 213.5 5.7 412.0 206.4 0.50 0.48 0.50
1 10.6 61.4 52.7 77.7 232.9 220.1 5.5 561.5 199.6 0.68 0.64 0.70
2 10.3 64.5 51.2 76.4 227.7 211.3 7.2 497.5 196.0 0.61 0.59 0.63
3 11.3 71.1 57.1 74.4 228.9 219.5 4.1 508.0*** 206.7 0.62 0.58 0.61
4 10.9 74.2 57.0 75.1 226.8 215.1 5.2 488.0 198.8 0.60 0.57 0.61
1 21.8 151.6 115.2 73.4 225.4 213.4 5.3 532.0 199.0 0.65 0.62 0.67
2 21.4 161.0 123.9 74.6 225.7 211.5 6.3 538.0 187.8 0.66 0.64 0.72
3 20.7 162.9 119.3 77.3 227.2 208.8 8.1 558.0*** 188.8 0.68 0.67 0.74
4 20.7 146.3 113.7 75.8 226.3 209.9 7.3 506.5 187.5 0.62 0.60 0.68
1 ― ― ― 74.6 227.1 212.7 6.3 592.5 194.1 0.72 0.70 0.76
2 ― ― ― 77.1 224.1 212.3 5.2 578.5*** 197.0 0.71 0.68 0.73
1 ― ― ― 72.9 225.7 213.4 5.4 509.6 196.4 0.62 0.60 0.65












































め，以下では試験前ボルト軸力を用いて算出したすべり係数 μ2 による比較，考察を行う． 
すべり係数 μ2 の比較を図-3.10 に示す．通常のディスクサンダーの試験体 A ではすべ
り係数は 0.27～0.30 であり，すべり係数が 0.4 を下回る結果となった．試験体 B，C にお
いてもすべり係数は 0.3 前後であり，0.4 を満足していない．また，鋼線カップブラシを
使用した試験体 D では，すべり係数は 0.19～0.21 であり，非常に低いすべり係数となっ
た．表面粗さが比較的大きい試験体 E では，すべり係数は 0.37，試験体 F では F-2 を除
くと 0.42，0.44，試験体 G では 0.40～0.54 であり，表面粗さが小さい試験体 A～D より
もすべり係数は大きくなる傾向であった．試験体 F の中で F-2 のみがすべり係数が小さい
のは，試験体 F の無機ジンク膜厚が 45μm 程度と小さく，すべり係数がばらついたと考え
られる．試験体 H，I を見ると，いずれもすべり係数は 0.4 以上であり，表面粗さが大き
くなるに従いすべり係数も大きくなる傾向が見られた．しかし，試験体 J では表面粗さを
かなり大きくしたにも関わらず，すべり係数 0.60～0.67 であり，試験体 I のすべり係数

































































係数 μ2 と連結板の無機ジンク膜厚の関係を図-3.11 に示す．図中の式は，直線回帰した
近似式であり，相関係数は 0.59 とやや高い結果となった．これより，無機ジンク膜厚が
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図-3.11 すべり係数 μ2 と無機ジンク膜厚の関係 
 
次に，連結板の目標無機ジンク膜厚が 75μm 以上の試験体を対象とし，すべり係数 μ2
と表面粗さとの関係を図-3.12 に示す．近似直線は試験体 J 以外の試験体に対して算出し
た．すべり係数と表面粗さパラメータとの相関係数は，算術平均粗さ Ra で 0.90，最大高





試験体 I と同等であるため試験体 I とほとんど同じすべり係数であったと考えられる．算
術平均粗さ Ra が 4μm 以下の場合，すべり面の破壊は無機ジンクと鋼材粗面の界面で生じ
るが，算術平均粗さ Ra が 8μm 以上の場合では無機ジンクの凝集破壊が生じると考えられ
る．また，素地調整方法が鋼線カップブラシである試験体 D のすべり係数は 0.2 未満とな
ることもあり，低い値となった．なお，図-3.11 において，Case-I のすべり係数が近似直
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(a) すべり係数 μ2 と算術平均粗さ Ra 
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(b) すべり係数 μ2 と最大高さ粗さ Rz 
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既往の研究との比較のため，すべり係数 μ1 と十点平均粗さ RzJIS との関係をプロットし
たものを図-3.13 に示す．文献 3-5)は本試験と同様に母板が鋼材粗面，連結板が無機ジン
クの組合せであり，文献 3-10)は鋼材粗面同士の組合せである．また同図には，連結板の
無機ジンク膜厚が 50μm 以上の試験結果（本試験）と文献 3-5)で行われた試験の結果をと
もに用いた場合の近似直線と，文献 3-10)の試験結果の近似直線を示している． 
RzJIS が 40μm 程度までの領域では，無機ジンクと鋼材粗面のすべり係数と鋼材粗面同
士のすべり係数に大きな差はみられないが，60～80μm の領域で無機ジンクと鋼材粗面の
場合の方がすべり係数が大きくなる傾向にあった．文献 3-10)において，鋼材粗面同士で
は Ra＝10～15μm（RzJIS では 54～81μm）の範囲では，すべり係数が小さくなるとされて
いるが，無機ジンクと鋼材粗面の場合は，無機ジンクの柔らかい層が鋼材粗面の凹凸にか
み合い，そのような傾向が見られないものと考えられる． 
連結板の無機ジンク膜厚が 50μm 以上の試験結果（本試験）と文献 3-5)で行われた試験


















































   
(a) 試験体 A             (b) 試験体 B 
   
(c) 試験体 C             (d) 試験体 D 
   





   
 (g) 試験体 G             (h) 試験体 H 
   
 (i) 試験体 I             (j) 試験体 J 
   

















































が生じるように，母板の表面粗さを指定する必要があると考えられる．   
以上の結果を踏まえ，無機ジンク膜厚が 50μm 以上 150μm 以下の試験体を対象として，
試験前ボルト軸力により算出したすべり係数と表面粗さの関係を図-3.15 に示す．同図に
は，凝集破壊か界面破壊の破壊形態も示している．ただし，凝集破壊と界面破壊が混在し
た試験体については示していない．無機ジンクの膜厚を 50μm 以上 150μm 以下に確保し
ている場合，2 種ケレンによる鋼材粗面と無機ジンク面の高力ボルト摩擦接合継手のすべ
り係数は，鋼材粗面の表面粗さが，算術平均粗さ Ra≧5μm の場合は 0.4，Ra＜5μm の場
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(1) 2 種ケレンにおいても，表面粗さのパラメータである，算術平均粗さ Ra と最大高さ
粗さ Rz と十点平均粗さ RzJIS との間には，それぞれ高い相関がある． 





(3) ディスクサンダーによる通常の 2 種ケレン仕上げ（塗膜が完全に除去された状態：
Ra＝1～1.6μm）と無機ジンクとの組合せでは，すべり係数は 0.27～0.30 であり， 
0.4 を下回った． 
(4) 最大高さ粗さ Rz が無機ジンク膜厚より小さい場合はすべり係数と各表面粗さパラメ
ータ（Ra，Rz，RzJIS）は線形の関係であった．しかし，無機ジンク膜厚以上の最大
高さ粗さ Rz においては，頭打ちする結果となった． 
(5) 鋼材粗面同士の組合せよりも，鋼材粗面と無機ジンクとの組合せの方が，鋼材粗面の
表面粗さとすべり係数の相関性は高いことがわかった．また，RzJIS が 40μm 程度ま
での領域は両者に大きな差はみられないが，60～80μm の領域で鋼材粗面同士の場合
よりも無機ジンクと鋼材粗面の場合の方がすべり係数が大きくなる傾向にあった． 







ついて，新規部材の無機ジンク膜厚を 50μm 以上 150μm 以下とすれば，動力工具を
用いて素地調整した既設部材の表面粗さが，算術平均粗さ Ra≧5μm の場合はすべり
係数 0.4，Ra＜5μm の場合はすべり係数 0.2 を提案した． 
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可使時間 50 分/20℃ 
硬化時間 8 時間/20℃ 
引張強度（20℃，7 日後） 25MPa 
せん断強度（20℃，7 日後） 24MPa 





















図-4.1 引張せん断接着強さ試験片（JIS K 6850） 
 
(2) 供試体の設計・製作 
試験に用いる供試体は図-4.3 に示す二面せん断供試体とし，12mm 厚の母板 2 枚を突き合わ
せて，12mm 厚の連結板で両側から挟んでいる．供試体の一覧を表-4.2 に示す．連結板幅（接






均粗さ Ra=10～13μm，十点平均粗さ RzJIS=50～55μm であった．供試体数はケース毎に 3 体ず




















※ A 12.5 25 0.5 313 5 1面せん断
B 25 50 0.5 2,500 3 2面せん断
C 50 50 1.0 5,000 3 2面せん断
D 75 50 1.5 7,500 3 2面せん断
E 100 50 2.0 10,000 3 2面せん断
F 125 50 2.5 12,500 3 2面せん断
G 150 50 3.0 15,000 3 2面せん断
H 200 50 4.0 20,000 3 2面せん断  




着剤を完全に硬化させるために，養生期間はおよそ 1 ヶ月間とした． 
二面せん断供試体の試験は，載荷能力 1,000kN のアムスラー型万能試験機を用いて，載荷速








破壊荷重と L/B およびせん断応力と L/B の関係をそれぞれ図-4.3，図-4.4 に示す．なお，両
図には，同じ接着剤を用いて行われた二面せん断試験結果（文献 4-8)）も併せて示している． 
図-4.3 より，破壊荷重は，L/B の増加に伴い増加するが，線形的には増加せず，L/B が大き
くなると破壊荷重の増加幅が小さくなることが分かる．また，同図に示した対数近似曲線の相
関係数は 0.97 であり，破壊荷重と L/B には高い相関が確認できる． 
図-4.4 より，L/B の増加に伴い，せん断強度は線形的に減少していることが見られる．また，




























































































































図-4.3 破壊荷重と L/B の関係      図-4.4 せん断強度と L/B の関係 
 
        
(a) L/B=0.5(JIS 試験片) (b) L/B=0.5 
    
       (c) L/B=1.0                             (d) L/B=1.5 
    





    



















母板 HT590 40 437.3 638.8 1.94×105 0.282













数は 0.4 と仮定した上で，すべり先行となるように，供試体のすべり／降伏耐力比 βd4-9)は，式








・・・=  (4.1) 
ここで， μ：すべり係数 m：接合面の数（＝2） 
90 
 
 n：ボルト本数（＝2） N：設計ボルト軸力（165kN） 
W：板幅 d：孔径 
t1：母板厚（凹部の厚み 10mm を除く） σy：鋼材の降伏点（規格値） 
 
345































可使時間 6 時間/20℃ 


















A A1 なし - - 無機ジンク 100% 無 3 3
B1 なし 32,410 - 無機ジンク 100% 有 3 3
B2 なし 32,410 - 無機ジンク ボルト無し 有 2 1 1
B3 なし 32,410 - 無機ジンク 50% 有 1 1
B4 なし 32,410 - ブラスト 100% 有 3 3
B5 なし 32,410 - ブラスト ボルト無し 有 3 3
C1 65φ×5mm×4個 32,410 11,677 無機ジンク 100% 有 3 3
C2 41.8φ×5mm×4個 32,410 3,897 無機ジンク 100% 有 3 2 1
C3 65φ×2mm×4個 32,410 11,677 無機ジンク 100% 有 1 1
D D1 （65φ+平行凹部）×5mm×2個 32,410 14,144 無機ジンク 100% 有 3 1 2
E1 20.3φ×5mm×12個 32,410 3,882 無機ジンク 100% 有 3 3
E2 25φ×5mm×12個 32,410 5,888 無機ジンク 100% 有 3 3
E3 30φ×5mm×12個 32,410 8,478 無機ジンク 100% 有 3 3
E4 20.3φ×2mm×12個 32,410 3,882 無機ジンク 100% 有 1 1
F1 15φ×5mm×22個 32,410 3,886 無機ジンク 100% 有 3 2 1
F2 15φ×2mm×22個 32,410 3,886 無機ジンク 100% 有 1 1

















トの導入軸力を変化させた．Case-B の内訳としては，No.B1 は No.A1 の接合面に接着剤を塗布
した供試体であり，No.B2 はボルトを用いない，接着剤のみの供試体である．また，No.B3 は
No.B1 のボルト軸力を 50%とした供試体であり，No.B4 は連結板の表面処理をブラスト処理し








































































































































































































































































を 65mm としたものである．また，凹部径の違いによる影響を検討するため，65mm よりも小
さな凹部径も設定した． 
凹部深さは 5mm を基本とした．これは，鋼桁ウェブが減肉し断面欠損することを想定し，
ウェブ厚は概ね 9～11mm であるため，凹部は両側にあると仮定して 9～11mm の約半分の 5mm
を基本としたものである．また，凹部深さが小さい場合と比較するため凹部深さが 2mm も設
定した．2mm を設定した理由は，阪神高速道路の補修において 2mm 以下の腐食減肉に対して
は，さびを落として塗装の塗り替えとし，あて板補修を行っている事例が少ないためである． 





Case-F は，No.C2，No.E1 と凹部面積を同等にして凹部個数を変えた供試体とし，Case-G は，
No.E1 の凹部の径と個数は同じで，凹部位置をボルト位置から遠く配置した供試体である．ま

















さ粗さ Rz，十点平均粗さ RzJIS)を，触診式粗さ測定器（(株)ミツトヨ製，サーフテスト SJ-400）
を用いて測定した．なお，測定箇所は図-4.7 に示すように，ボルト孔周辺の片面 2 箇所（両面
で 4 箇所）を対象とし，粗さの測定規準長さは JIS B 0633 に従って 2.5mm とし，5 回計測した．
表面粗さの測定状況を写真-4.5 に，表面粗さの測定結果を表-4.8 にそれぞれ示す．なお，十点












Ra Rz RzJIS Ra Rz RzJIS
A11 5.54 40.44 26.91 0.04 0.06 0.04
A12 5.45 40.35 26.54 0.05 0.07 0.03
A13 5.35 40.28 27.43 0.06 0.05 0.02
B11 5.46 39.63 26.46 0.07 0.06 0.04
B12 6.15 43.34 29.08 0.08 0.09 0.05
B13 5.27 37.38 25.96 0.10 0.13 0.08
B21 4.92 36.46 25.24 0.08 0.15 0.06
B22 6.40 44.89 30.52 0.09 0.08 0.07
B3 B31 5.29 38.13 26.40 0.09 0.17 0.08
B41 6.64 45.64 31.15 0.09 0.09 0.06
B42 7.08 48.78 33.41 0.10 0.11 0.08
B43 6.84 46.09 32.15 0.12 0.08 0.07
B51 6.63 46.42 32.28 0.06 0.07 0.05
B52 7.01 48.53 32.31 0.13 0.14 0.10
B53 6.62 47.37 32.07 0.03 0.07 0.06
C11 7.07 49.16 33.18 0.10 0.13 0.08
C12 7.31 50.34 34.19 0.11 0.07 0.07
C13 7.11 50.95 33.39 0.06 0.12 0.07
C21 5.56 41.58 27.08 0.06 0.03 0.03
C22 7.91 52.46 36.18 0.11 0.16 0.10
C23 5.58 39.81 26.73 0.10 0.07 0.06
C3 C31 6.94 48.54 33.27 0.09 0.09 0.06
D11 7.73 51.04 35.20 0.09 0.09 0.08
D12 7.89 56.96 36.49 0.12 0.18 0.09
D13 5.99 41.68 29.08 0.10 0.16 0.09
E11 6.67 47.51 30.97 0.07 0.14 0.06
E12 6.40 43.04 30.47 0.08 0.14 0.06
E13 6.22 44.63 30.20 0.10 0.11 0.07
E21 5.90 43.21 29.38 0.09 0.12 0.06
E22 6.17 43.34 29.66 0.08 0.13 0.06
E23 6.08 42.35 29.31 0.10 0.11 0.09
E31 6.07 44.75 30.80 0.10 0.14 0.10
E32 5.88 41.49 28.89 0.05 0.11 0.06
E33 6.33 45.06 30.82 0.05 0.06 0.03
E4 E41 5.83 42.25 29.14 0.05 0.07 0.04
F11 7.26 48.83 33.69 0.09 0.07 0.07
F12 6.30 44.16 30.71 0.02 0.06 0.04
F13 6.41 44.36 31.33 0.08 0.05 0.04
F2 F21 5.98 42.45 29.28 0.06 0.06 0.03
G11 5.88 41.46 28.50 0.07 0.07 0.03
G12 6.01 40.59 29.05 0.08 0.06 0.05































4 つのボルト孔のそれぞれボルト孔端から約 10mm 程度の箇所とし，1 つの試験体当たり，母
板との接合面となる連結板片側の 8 点×2 の計 16 箇所であり，1 箇所につき 5 回ずつ塗装膜厚
を計測した．塗装膜厚の測定状況を写真-4.6 に，塗装膜厚の測定結果を表-4.9 にそれぞれ示す．













孔1 孔2 孔3 孔4 平均
A 93.8 94.7 103.6 87.9 95.0
B 90.3 95.4 95.2 88.8 92.4
A 77.9 80.2 91.4 84.8 83.6
B 89.3 103.4 98.5 97.3 97.1
A 84.5 96.9 89.5 86.0 89.2
B 74.7 76.4 85.0 85.0 80.2
A 85.1 85.3 89.0 101.8 90.3
B 101.0 108.2 95.5 87.0 97.9
A 70.4 81.7 75.9 74.1 75.5
B 106.7 125.2 116.2 120.9 117.2
A 89.4 93.7 95.5 101.0 94.9
B 99.4 101.2 93.3 92.5 96.6
A 81.2 79.9 96.6 93.2 87.7
B 128.7 119.8 101.5 104.3 113.5
A 72.8 75.2 79.8 67.7 73.8
B 67.8 77.8 86.3 84.9 79.2
A 96.2 100.6 110.2 90.2 99.3
B 92.5 96.2 98.1 87.3 93.5
A 64.8 76.5 70.2 77.3 72.2
B 74.8 71.3 71.8 80.2 74.5
A 76.3 82.8 76.9 75.5 77.9
B 65.8 76.1 75.7 76.3 73.5
A 81.8 79.7 75.1 74.9 77.9
B 75.9 77.6 77.3 65.8 74.1
A 104.6 114.3 112.6 102.5 108.5
B 96.8 97.6 94.7 90.7 94.9
A 73.8 77.8 77.3 58.8 71.9
B 73.6 82.2 78.6 72.3 76.6
A 84.8 95.2 86.7 81.4 87.0
B 93.6 121.5 127.4 96.5 109.7
A 79.1 76.4 80.3 72.4 77.1
B 67.7 75.0 81.1 73.3 74.3
A 78.3 79.5 82.2 80.5 80.1
B 90.6 83.4 91.9 87.3 88.3
A 78.1 80.9 86.9 71.4 79.3
B 76.3 72.3 75.4 64.7 72.2
A 118.9 118.3 112.1 109.0 114.5
B 75.8 83.4 88.9 86.5 83.6
A 89.7 91.1 88.6 87.6 89.2
B 86.1 81.2 84.3 84.7 84.1
A 87.8 110.1 84.3 78.9 90.3
B 83.0 92.6 82.6 83.9 85.5
A 91.0 97.3 84.8 82.1 88.8
B 71.3 83.1 84.8 83.8 80.7
A 81.7 86.4 88.7 79.0 83.9
B 88.6 89.3 99.5 93.8 92.8
A 73.3 84.8 86.8 83.4 82.1
B 85.7 92.8 96.0 84.7 89.8
A 86.5 86.5 83.4 82.5 84.7
B 85.4 84.1 84.2 73.5 81.8
A 87.4 85.2 82.7 74.2 82.4
B 87.3 90.5 97.4 84.6 89.9
A 100.9 93.5 86.6 70.1 87.8
B 84.5 95.4 82.7 72.0 83.6
A 83.8 90.7 81.8 77.1 83.3
B 69.6 92.1 100.5 101.6 90.9
A 77.7 100.0 114.3 113.2 101.3
B 92.9 98.0 90.6 87.4 92.2
A 72.0 79.6 88.4 74.7 78.7
B 62.5 80.2 79.9 70.2 73.2
A 89.9 94.9 95.1 82.7 90.6
B 89.8 88.8 82.8 80.1 85.4
A 86.7 100.5 99.2 92.6 94.7
B 81.7 80.4 85.4 81.7 82.3
A 91.4 94.4 84.5 88.5 89.7
B 84.5 87.2 78.4 79.5 82.4
A 75.2 75.9 91.7 91.4 83.5
B 86.5 91.0 89.8 89.5 89.2
A 80.0 85.1 86.5 85.3 84.2
B 86.2 92.9 99.1 90.6 92.2
A 77.9 83.0 84.6 75.5 80.2
B 97.2 104.8 111.0 92.5 101.4




























































ボルト 5 本を用いて，図-4.9 に示すようにボルト軸部に 2 枚のひずみゲージを対称かつ平行に
貼り，ボルト軸部のひずみを計測した．なお，ボルト 1 本につき 3 回の載荷を行い，合計 15
回の平均を算出した．キャリブレーション試験の状況を写真-4.7 に，キャリブレーション結果



















































を計測したところ，導入軸力は表-4.11 に示すように，平均で 46kN 程度であった． 
 

















ト軸力 165kN の 1 割増しを基準として，ボ
ルト軸力 100%の供試体には 181.5kN を，
ボルト軸力 50%の供試体には 90.8kN をそ
れぞれ目標とした．高力ボルトの締め付け
状況を写真-4.9 に示す． 








業日から試験日までの外気の平均気温および平均湿度は，それぞれ 1 回目の試験で 20.4℃，





















































































































































次に，ボルトの締め付けから 1 週間後の平均軸力低下率を図-4.14 に示す．これより，No.A1
と No.B1 の平均軸力低下率はばらつきがあるものの，ともに 6%程度であることから，接着剤
の有無による差異は見られなかった．これは接着剤厚が極薄のため，接着剤のクリープ変形の
影響は少なく，無機ジンクのクリープ変形による軸力低下への影響が支配的であると考えられ
る．また，ボルト孔直下以外に凹部が位置する供試体 Case-E～G の平均軸力低下率がすべて 6%
程度であり，No.B1 と同等であることから，ボルト孔直下以外の凹部は，面積，深さ，個数に
関わらず軸力低下に影響を及ぼさないことがわかった． 




った．また，No.C2 より No.C1 と No.C3 の軸力低下率が大きいことから，ボルト孔直下の凹部
面積が大きくなると軸力低下率が大きくなることがわかる．これは，ボルトの締め付けに伴い
連結板が局所的に塑性変形するためであり，凹部の範囲が大きくなるに従い，連結板の変形量
も大きくなるためと考えられる．また，No.C1 と No.C3 の軸力低下率に差異が見られないこと
から，凹部深さが 5mm と 2mm では軸力低下にほとんど影響しない結果となった．全供試体の
中で最も軸力低下率が大きい供試体 No.D1 の平均軸力低下率は 15.4%であり，凹部面積が最も
大きく，ボルト軸力の影響範囲に接着剤を充填した凹部が位置することが，軸力低下の原因と


































接着剤の有無の違いを把握するため，凹部のない供試体 No.A11 と No.B11 の荷重－相対変位
関係の傾き（以下，剛性という．）を比較すると，No.A11 はすべりが生じるまでほとんど線形






束され，相対変位が大きくならないと考えられる．また，供試体 No.B11 と No.B21 を比較する



































































































































で計測した相対変位の関係における 50kN ごとの荷重範囲の傾きを，最小 2 乗法を用いて線形
近似式より算出した結果を図-4.16 に示す．これより，接着剤を塗布した No.B11，B41 は接着
剤の効果により接着剤の無い No.A11 より高い剛性を得ていることがわかる．連結板に無機ジ
ンクを塗布した No.B11 では，およそ 200kN 時までは No.A11 に比べ高い剛性を示すが，200kN







































ボルト軸力は，設計ボルト軸力 165kN と，ボルトの締め付け完了から 1～2 週間後に行った引




μ ⋅⋅=  （4.2） 
ここで， μ：有効すべり係数 P：すべり荷重 






供試体別 平均 供試体別 平均 供試体別 平均 供試体別 平均
A11 170.2 7.2 415.5 0.63 0.61
A12 174.5 5.9 434.0 0.66 0.62
A13 173.3 5.7 431.0 0.65 0.62
B11 178.4 7.0 538.5 0.82 0.75
B12 172.9 6.4 556.0 0.84 0.80
B13 173.9 4.7 558.5 0.85 0.80
B21 - - 125.0 - -
B22 - - 60.3 - -
B3 B31 86.0 6.2 6.2 391.5 391.5 1.19 1.19 1.14 1.14
B41 174.6 4.3 800.5 1.21 1.15
B42 176.3 3.8 773.0 1.17 1.10
B43 176.8 3.8 809.5 1.23 1.14
B51 - - 701.5 - -
B52 - - 706.5 - -
B53 - - 698.5 - -
C11 162.4 11.4 481.5 0.73 0.74
C12 159.2 12.6 477.0 0.72 0.75
C13 164.0 10.4 504.5 0.76 0.77
C21 170.1 8.4 554.0 0.84 0.81
C22 167.4 8.6 507.3 0.77 0.76
C23 174.3 7.4 568.5 0.86 0.82
C3 C31 160.6 12.3 12.3 526.0 526.0 0.80 0.80 0.82 0.82
D11 156.0 14.7 505.0 0.77 0.81
D12 156.8 14.6 490.5 0.74 0.78
D13 153.1 17 510.0 0.77 0.83
E11 176.2 5.7 570.0 0.86 0.81
E12 171.4 6.8 573.5 0.87 0.84
E13 171.4 6.7 535.5 0.81 0.78
E21 173.8 5.3 582.5 0.88 0.84
E22 176.8 5.7 559.5 0.85 0.79
E23 189.0 6.7 558.5 0.85 0.74
E31 178.4 5.3 581.5 0.88 0.82
E32 171.9 5.8 557.0 0.84 0.81
E33 175.5 5.3 534.0 0.81 0.76
E4 E41 170.9 6.1 6.1 579.0 579.0 0.88 0.88 0.85 0.85
F11 172.2 6.0 479.5 0.73 0.70
F12 173.4 5.7 557.0 0.84 0.80
F13 175.9 6.0 561.0 0.85 0.80
F2 F21 174.0 6.2 6.2 547.0 547.0 0.83 0.75 0.79 0.79
G11 176.0 5.0 567.0 0.86 0.81
G12 174.3 5.7 589.5 0.89 0.85


































べての供試体において，接着剤を塗布していない供試体 No.A1 の平均すべり荷重 427kN より高
いことがわかった．つまり，凹部の有無，位置，深さ，表面処理方法の違いに関わらず，接着
剤を塗布した供試体のすべり荷重は，摩擦接合継手以上のすべり荷重を得ることができた．し
かし，ボルト孔直下に凹部が位置する供試体 Case-C，D のすべり荷重は 488～543kN であり，
ボルト孔直下以外に凹部が位置する供試体 Case-E～G のすべり荷重 533～579kN より低い値と
なった．これは，ボルト孔直下に凹部が存在することによる軸力低下の増加が起因していると
考えられる．また，連結板をブラスト処理し，接着剤を塗布し，ボルト軸力を 100%で締め付











































A1 B1 B4 C1 C2 C3 D1 E1 E2 E3 E4 F1 F2 G1B3
図-4.17 すべり荷重の比較 
 
図-4.18，4.19 に，設計ボルト軸力と試験前ボルト軸力の 2 種類で算出した有効すべり係数
の比較をそれぞれ示す． 













































































































































































































力 50%）では，供試体 No.B1（ボルト軸力 100%）に比べ，ボルト孔直下のすべり痕の範囲（接














    
(a) No.A11 (b) No.B11 
    
(c) No.B21 (d) No.B31 
    





    
(g) No.C21  (h) No.D12 
    
(i) No.E11 (j) No.E32 
    
(k) No.F11 (l) No.G11 
写真-4.11 試験後の接合面状況の例（上段：連結板，下段：母板）（続き） 
 
























































































































































図-5.1 荷重集中点の腹板の有効幅 5-3) 
 
























    
（a）腐食部へのエポキシ樹脂充填        （b）あて板補修完了 
写真-5.1 あて板補修事例 
 
    





















し，解析モデルを図-5.6 のように作成した．なお，解析モデルは，試験区間 1 パネルと非試験

















































載荷板 SS400 75 235 400 2.0×105 0.3 
上フランジ SM490 12 315 490 2.0×105 0.3 
ウェブ SM490 9 315 490 2.0×105 0.3 
支点上補剛材 SS400 25 235 400 2.0×105 0.3 
下フランジ SS400 20 235 400 2.0×105 0.3 





の中央とし，図-5.7 の赤矢印に示す位置に鉛直方向下向きに変位を与えた．変位量は 25mm を





















を減肉させることとし，減肉高さをウェブ下端から 50mm と 100mm の 2 通りとした．なお，
腐食を模擬した減肉範囲は欠損（貫通）した状態とした．次に，支点上補剛材の減肉範囲とし
ては，支点上補剛材下端からの減肉高さを 50mm と 100mm の 2 通り，残存板厚を 12.5mm（元
120 
 
の板厚の 1/2 に減肉）と 6.25mm（元の板厚の 1/4 に減肉）の 2 通りとし，それらを組み合わせ
た 4 通りとした．したがって，解析ケースとしては，これらを組み合わせた 8 通りと，健全モ
デル 1 通りの合計 9 通りとした．解析ケースを表-5.2 に示す． 
 
   
写真-5.3 支点上補剛材の減肉（10/26mm）とその拡大写真 
 






減肉範囲 減肉高さ 減肉範囲の板厚 
Case-A － － － 
Case-B 250×100mm 100mm 12.5mm 
Case-C 250×100mm 100mm 6.25mm 
Case-D 250×100mm 50mm 12.5mm 
Case-E 250×100mm 50mm 6.25mm 
Case-F 250×50mm 100mm 12.5mm 
Case-G 250×50mm 100mm 6.25mm 
Case-H 250×50mm 50mm 12.5mm 









































の高さを変えた Case-D と Case-H の健全モデルに対する最大荷重の比率を比較すると，ともに
約 92%で同等である．これより，ウェブ桁端側の腐食高さは最大耐荷力にあまり影響を及ぼさ
ないことがわかる．なお，これは，Case-C と Case-G の比較でも同じことがいえる． 
次に，支点上補剛材の減肉範囲の板厚の差が最大耐荷力に及ぼす影響を把握するため，Case-B











解析ケース 最大荷重(kN) Case-A の最大荷重に対する比率 
Case-A 3260.6 － 
Case-B 2693.1 0.83 
Case-C 1590.4 0.49 
Case-D 2997.1 0.92 
Case-E 2565.5 0.79 
Case-F 2582.6 0.79 
Case-G 1497.0 0.46 
Case-H 2994.8 0.92 






































(b) Case-B                 (c) Case-C 
 





(f) Case-F                 (g) Case-G 
 
(h) Case-H                 (i) Case-I 
図-5.9 最大荷重時の応力コンター図（単位：N/mm2）（続き） 
 
    





















5.2.1 で検討したとおり，実験に用いる健全供試体は，図-5.6 に示すとおり，桁長 2,700mm，
ウェブ高 1,200mm，ウェブ厚 9mm，支点上補剛材厚 25mm，ウェブのアスペクト比は約 0.83











上フランジ SM490A 12 381.8 515.3 2.15×105 0.29 
ウェブ SM490A 9 399.5 536.3 2.16×105 0.28 
支点上補剛材 SM400A 25 259.5 428.1 2.10×105 0.32 


































































































==−  (5.1) 
ここで， Yσ ：鋼材の降伏点(N/mm3) E ：弾性係数(N/mm2) 





2112 νσ −=  (5.2) 
ここで， b ：板幅(mm) t ：板厚(mm) 
 Yσ ：鋼材の降伏点(N/mm3) E ：弾性係数(N/mm2) 
  ν ：ポアソン比 k ：座屈係数 
 
表-5.6 実験供試体の構造パラメータおよび降伏荷重ならびに座屈荷重 
 構造パラメータ，降伏／座屈荷重 健全供試体 腐食損傷供試体
支点上補剛材 
細長比パラメータ λ  0.19 0.45 
幅厚比パラメータ R  0.07 0.30 
支点部降伏荷重(kN) 1,632 510 
支点部座屈荷重(kN) 44,247 1,396 
ウェブ 
幅厚比パラメータ R  1.07 1.07 
アスペクト比α  0.83 0.83 
降伏荷重(kN) 1,638 1,638 
せん断座屈荷重(kN) 1,062 1,062 
 
5.3.3 実験供試体の内訳 
実験供試体の内訳を表-5.7 に示す．Case-1 は，腐食のない健全供試体であり，Case-2 は，5.3.2


























けている．使用した高力六角ボルトは M22（F10T）であり，首下長さは 70mm と 105mm であ











































































図-5.12 現行補修図（Case-3）       図-5.13 改良補修図（Case-4） 
 































次に，Case-3 と Case-4 の補修供試体のあて板部の接合面の表面処理を行った．既設部材とな
る桁供試体の接合面はブラスト処理とし，処理後の表面粗さを測定したところ，算術平均粗さ
Ra が平均で 11.6μm（変動係数は 0.070）であった．あて板の接合面処理は無機ジンクリッチペ
イントとし，その膜厚を計測したところ，平均で 104.9μm（変動係数は 0.073）であった． 
Case-3 と Case-4 のあて板補修においては，接着剤を塗布の後，あて板をボルト孔位置に合わ
せ，仮ボルトをスナッグタイトで締め付けた．仮ボルトで締め付けた供試体を 1 週間の養生後
に，仮ボルトを取り外し，ひずみゲージを貼り付けた高力ボルトを，トルクレンチを用いて人
力にて 1 度締めで締め付けることとし，それらを上段から順に 1 本ずつ行った．なお，1 度締
めとしたのは，桁端部は狭隘で厳しい施工条件であることを考慮し，危険側の条件とするため
である．導入軸力は，すべての高力ボルトに対して，ひずみゲージの値を監視し，キャリブレ
ーションより得られた校正係数値を用い，設計ボルト軸力 205kN の 1 割増しの 225.5kN を目標
とした．実際に導入された軸力は，Case-3，Case-4 ともに平均で 230kN 程度であった．なお，
















    
































































































また，各供試体の最大荷重を表-5.9 に示す．なお，同表には健全供試体 Case-1 の最大荷重に対
する比率も示している． 
図-5.15 より，各供試体とも載荷とともに荷重が増大し，Case-1 の健全供試体では，最大荷
重 3190kN を示した後荷重が低下し，Case-2 の腐食損傷供試体では載荷荷重 1000kN を超えた付
近から剛性が低下し，最大荷重 1567kN の後，荷重が低下している．このことから，Case-2 の
ように，下端から 100mm の範囲で，支点上補剛材は 1/4 まで一様に減肉（残存板厚 6mm）し，
ウェブ下端は貫通（欠損）させた腐食供試体の最大耐荷力は，健全供試体に比べ，約 50%にな
ることがわかった．一方，補修供試体 Case-3，4 の最大荷重はともに 3,190kN 程度で，Case-1
と同等であった．これより，補修によって，健全供試体と同等の最大荷重となっていることか
ら，Case-3 と Case-4 の補修方法の違いによる差異はないことがわかる．なお，Case-3 では，荷




































Case-1 3190 1.000 
Case-2 1567 0.491 
Case-3 3203 1.004 







荷重は，Case-2 の最大荷重が 1567kN であったことから，それより小さい 3 点のデータを比較
するために，500kN，1000kN，1500kN を選定し，1500kN から Case-1，3，4 の最大荷重までの























































































































次に，Case-2 の腐食損傷供試体の面外変位は，500kN，1000kN 載荷時だけでなく 1500kN 載
荷時でも Case-1 とほぼ同等であることがわかる．これは，荷重と鉛直変位の関係から Case-2
では，1000kN を超えた付近から剛性が変わっているが，剛性変化後の 1500kN 載荷時において
も，ウェブは載荷荷重に相当する面外変位が生じたものと考えられる．また，補修供試体 Case-3，














(a) Case-1               (b) Case-2 
 
 
 (c) Case-3               (d) Case-4 











































していた．Case-2 では，5.4.1 で示したように，載荷荷重が 1000kN を超えた付近から剛性が変
化しているが，その理由として支点上補剛材の座屈によるものと考えられる．また，補修供試
体 Case-3，4 はともに Case-1 と同じような面外変形が生じ，ウェブのせん断座屈であった． 
 
   
(a) Case-1               (b) Case-2 
   






写真-5.9 Case-2 の支点上補剛材の座屈 
 
5.4.5 支点上補剛材のひずみ 
健全供試体 Case-1 と腐食損傷供試体 Case-2 において，支点上補剛材（図-5.16 の S12，S13，
S14，S16）の鉛直方向ひずみの測定結果を図-5.18 に示す．なお，計測位置は，支点上補剛材
下端からそれぞれ 50mm（S16），200mm（S14），600mm（S13），1000mm（S12）の位置であり，











方，減肉箇所以外の S12，S13，S14 の発生ひずみは，健全供試体とほぼ同等であった． 
 
  









下が生じ 1 週間程度で軸力の低下は収束していることがわかる． 
補修供試体 Case-3，4 で用いた高力ボルトについて，ボルトの締め付けから載荷試験を開始
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こととなる．例えば，M22 の高力ボルトが 10cm 間隔で配置されているとすると，高力ボルト
のすべり耐力に見合う接着剤の所要せん断強度は式(6.1)のようになる． 
 
( ) )(7.94/5.24100100 100045.0205 2 MPaAPcrreq =×−× ××== πτ  (6.1) 
 
すなわち，せん断強度が 9.7MPa 以上あれば，接着剤部のせん断強度がすべり係数を 0.45 と
したときの高力ボルトのすべり耐力よりも大きくなることとなる．そこで，材料の誤差も考慮



































































σ＝（1200 / 2）×0.015＝9.8MPa (6.2) 
 





部の中で接着剤が膨脹・収縮を繰り返すことになる．例えば，引張弾性係数が 1200 N/mm2 の

















































係数は，既設部材の表面粗さが算術平均粗さ Ra＝5μm 以上を満足する場合は 0.45 として算出
してよい．ただし，既設部材の表面粗さが Ra＝5μm 未満となる場合のすべり係数は，その都度
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その数は 1,100 径間を超える．また，全く損傷が発生していない鋼桁は約 19.2％であり，
残りの 80.8％の鋼桁には何らかの損傷を有している． 
(2) 鋼桁の損傷の発生傾向は，供用年が古くなるにつれて，損傷数が多く，損傷レベルも大き
くなる．また，供用年順に 4 段階に分かれる． 








(6) さび・腐食による A ランク以上の損傷発生率は，桁端部は支間部の約 2.8 倍，B ランクで
は約 2.1 倍と，桁端部は支間部よりさび・腐食の損傷が多い．また，桁端部におけるさび・

















(1) 2 種ケレンにおいても，表面粗さのパラメータである，算術平均粗さ Ra と最大高さ粗さ Rz
と十点平均粗さ RzJIS との間には，それぞれ高い相関がある． 




(3) ディスクサンダーによる通常の 2 種ケレン仕上げ（塗膜が完全に除去された状態：Ra＝1
～1.6μm）と無機ジンクとの組合せでは，すべり係数は 0.27～0.30 であり， 0.4 を下回った． 




粗さとすべり係数の相関性は高いことがわかった．また，RzJIS が 40μm 程度までの領域は
両者に大きな差はみられないが，60～80μm の領域で鋼材粗面同士の場合よりも無機ジンク
と鋼材粗面の場合の方がすべり係数が大きくなる傾向にあった． 






て，新規部材の無機ジンク膜厚を 50μm 以上 150μm 以下とすれば，動力工具を用いて素地
調整した既設部材の表面粗さが，算術平均粗さ Ra≧5μm の場合はすべり係数 0.4，Ra＜5μm












































































































本論文は，筆者が平成 22 年 7 月から阪神高速道路（株）より阪神高速道路技術センターに出
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